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監督指導業務の 運営に当たって 留意すべき事項について 

平成王 6 年度における 監督指導業務の 運営に当たっては、 従来から指示してきた 事項に 

加え、 特に下記に示したところに 留意の上、 実効あ る行政の展開に 遺憾なきを期された 

レ Ⅰ   

" """ - 一 Ⅱ 已 

1  監督指導業務を 推進するに当たっての 基本的認識について 

現下の経済情勢 下 において、 引き続き申告。 相談件数は高水準で 推移するとともに、 賃 

金 不払残業や過重労働等の 間 題 が社会的に関心を 集めており、 棲た 、 労働災害 は 長期的に 

みれば減少傾向にあ るものの、 最近においては 大規模製造業において 爆発。 火災等の死 

亡 。 重大災害が多発する 憂慮すべき事態が 発生するなど、 労働者を取り 巻く労働環境には 

依然として厳しい 状況がみられる。 このような中にあ って、 労働基準監督機関 ( 以下「 監 

督 機関」という。 ) としてば、 国民の期待を 踏まえ、 重点として取り 組むべき行政課題を 

的確にとらえ、 積極的な行政運営に 努めてきており、 その成果は着実に 上がっているとこ 

ろであ る。 しかしながら、 労働者の置かれている 現状をみると、 未だ解消すべき 問題点 は 
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多数存在しており、 監督機関としては、 これまでの成果の 上に立って、 今後とも時代の 要 

請に的確に応える 行政運営に努めていく 必要があ   る。 

このためには、 以下の点を踏まえ、 積極的な業務運営に 当たることが 必要であ る。 

ア 監督行政においては、 限られた主体的能力の 中で、 多様な行政課題のうちから、 特に 

力点を置いて 取り組むべき 重点課題を的確に 選定し、 重点指向に登した 監督指導業務の 

運営を図ることが 重要であ る。 このため、 平成 16 年度においては、 引き続き、 ①申告。 

相談に対する 懇切丁寧かづ 迅速。 的確な対応、 ②賃金不払残業の 解消を始めとする 一般 

労働条件の確保。 改善対策、 ③大規模製造業における 労働災害防止対策等の 死亡。 重大 

災害防止対策、 ④過重労働による 健康障害防止対策 4 以下「過重労働対策」という。 j   

を重点課題として 監督指導業務の 運営を図ること。 

イ 年間監督指導計画は、 監督行政を最も 効果的、 効率的に推進するため、 監督指導、 

集団指導、 自主点検等各種行政手法の 有機的連携などについて 組織的に十分に 検討を 

尽くした上で 策定されるものであ る。 

このため、 同計画に基づき 組織的かっ着実に 監督指導業務を 実施することが 監督機関 

""" エ " として必要不可欠であ ることを、 労働基準監督官 ( 以下「監督官」という。 j 一人一人 

が深く自覚し 、 与えられた職責を 着実に全うすること。 

ク 監督行政においては、 都道府県労働局 ( 以下「 局 」という。 ) と労働基準監督署 ( 以 

下「 署ョ という。 ) の監督担当部署が 連携を密にすることはもとより、 安全衛生担当部 

署や労災補償担当部署等とも 相互に必要な 連携を図り、 組織の力を最大限発揮した 業務 

運営に努めることが 重要であ る " このため、 各部署の管理者は 関係部署との 必要な連携 

に 努めるとともに、 局署 幹部は、 管理下にあ る部署間で日頃 からこれらの 相互連携が的 

確に図られているかどうかを 把握し、 必要な指導調整を 積極的に行 う こと。 

2  年間監督指導計画の 策定について 

上記工の基本的認識及び 以下の点を踏まえ、 年間監督指導計画の 策定について 適切な 

指示及び指導調整を 行 う こと。 

(1) 臨検監督は、 監督指導業務の 中でも中核をなすべきものであ り、 年間監督指導計画の 

策定に当たっては、 臨検監督に投入する 業務量を最大限確保するよう 努めること。 

このため、 年間監督指導計画の 策定に当たっては、 新たに実施を 予定している 業務で 

あ って、 受動的要素が 強いなどのため、 実際に必要となる 業務量が不明確なものについ 
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ては、 同計画策定段階では 必要最小限と 考えられる業務量のみを 念頭に置くこと。 

また、 当該業務に必要な 業務量については、 各業務の重要性を 踏まえ、 他の庁内業務 

も 含めた業務の 全般的な見直しを 慎重に検討した 上で確保することとし、 これによって 

臨検監督業務量の 最大限の確保に 努めること。 

なお、 実際の当該業務の 状況を一定程度見極めた 後に、 必要な場合には、 年間監督指 

導計画の調整を 図ること。 

さらに、 平成 16 年度から別途指示するところにより、 一定規模の署に「就業規則等点 

検指導員 ( 仮称 ) 」を配置する 予定であ り、 水指導員を活用し、 解雇事由に関する 規定 

の 適正化などについて、 より的確な就業規則の 点検指導等に 努めるとともに、 水指導員 

によって代替される 分野に投入していた 業務量を活用し、 臨検監督業務の 一層の充実に 

努めること。 

(2) 年間監督指導計画は、 一般労働条件の 確保。 改善対策と労働災害防止対策の 課題に 

対して、 適切な業務量配分が 重要であ るが、 この前提として、 労働災害防止対策の 推進 

に 当たって、 監督指導業務と 安全衛生業務とが 役割分担を的確に 行い、 有機的連携をも 

って推進きれるものとなっていることなどが 必要であ る。 

このため、 同計画の策定に 当たっては、 監督担当部署が 安全衛生担当部署と、 ①労働 

災害防止対策上の 重点対象の選定、 ②当該重点対象に 対し講ずべき 行政手法とその 業務 

量及びこれらの 有機的連携、 ③集団指導を 行 う 場合において、 当該集団指導を 主催する 

以外の部署が 所管する事項について 必要な指導を 行 う ことが効率的と 判断される場合 

における部署間の 連携、 などについて 十分に協議を 行 う こと。 

この場合、 特に個別事業場に 対する労働災害の 防止を目的とした 監督指導と個別指導 

の役割分担をできる 限り明確にし、 労働安全衛生法等の 遵守徹底に重点を 置くよりも、 

技術的・専門的な 観点からの指導に 重点を置く方がより 効果的であ ると考えられる 対象、 

例えば、 法違反が認められない 不安全行動を 原因とする労働災害が 多発する食料品製造 

業 、 統括管理状況等報告から 自主的安全衛生管理活動が 不十分と認められるため、 これ 

を改善させることが 必要な大規模建設工事業などについては、 まず監督指導で 対応する 

のではなく、 個別指導を優先した 対 f ができないかについて 協議すること。 
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3
 一般労働条件の 確保。 改善対策について 

(1) 一般労働条件の 確保。 改善対策については、 平成丁 1 年 2 月 m7 日付け 基 登第 70 号「今 

後における一般労働条件の 確保。 改善対策の推進に 関する基本方針について」等に 基づ 

き 推進しているところであ るが、 奉対策においては、 各種情報に基づく 特定の問題事業 

場に対する積極的な 監督指導等を 実施するほか、 対象とすべき 事業場数は膨大であ り、 

その解消すべき 問題点も多岐にわたるものであ ることから、 問題が多いと 考えられる対 

象を業種等によって 幅広くとらえ、 中長期的展望を 持って計画的かつ 効率的に推進する 

ことが不可欠であ る。 

(2) 一般労働条件の 確保・改善対策を 効率的に推進するためには、 自主点検の積極的な 

活用が重要であ る。 このため、 平成 16 年度から別途指示するところにより、 局 監督 課に 

「労働条件改善アドバイザ 一 ( 仮称 ) 」を配置する 予定であ り、 本 アドバイザーを 活用 

し 、 賃金不払残業の 解消等一般労働条件の 確保。 改善のための 自主点検などを 実施する 

こととしているので、 その有効な活用を 図ること。 

4  労働時間に係る 監督指導等について 

(1) 労働時間管理の 適正化対策 

ア 労働時間管理の 適正化については、 未だ賃金不払残業が 多くみられることから、 引 

き続き、 労働時間適正把握基準及び「賃金不払残業の 解消を図るために 講ずべき措置 

等に関する指針 J  ( 以下「賃金不払残業解消指針」という。 ) について、 リーフレッ 

トを活用するなどにより 広く周知。 指導を行 う とともに、 監督指導において 労働時間 

適正把握基準の 遵守徹底を図ること。 

また、 賃金不払残業に 係る虚偽の是正報告を 行 う など、 改善意欲が認められない 悪 

賃 な事案に対しては、 司法処分を含め 厳正に対処すること。 

イ 賃金不払残業の 解消を主眼とする 監督指導においては、 賃金台帳 やタイムカード 等 

通常臨検時に 確認する関係書類に 正確な労働時間が 記録されていない 場合が多いた 
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め 、 賃金不払残業の 有無等を確認するためには、 通常の監督指導の 場合よりも入念な 

事実関係把握のための 調査が必要となる。 

このため、 監督指導に当たっては、 労働時間の実態をできる 限り正確に把握できる 

よ う 、 事案に応じて、 事前に、 夜間臨検等の 監督手法、 投入すべき人数と 役割分担、 

調査の重点とすべき 部署、 調査方法、 調査手順、 確認すべき資料等を 組織的に検討し 

た上で、 実効あ る監督指導に 努めること。 

ェ 本年 H 月の「ゆとり 創造月間」と 併せて、 「賃金不払残業総合対策要綱」に 基づき、 

別途指示するところによ。 、 ; 賃金不払残業解消キャンペーン 月間 ; を実施すること 

としていること。 

(2) 時間外労働協定の 適正化 

本年 4 月 1 日から労働基準法第 36 条 第 1 項の協定で定める 労働時間の延長の 限度等 

に関する基準第 3 条ただし書及び 第 4 条第 2 項に基づく時間外労働についての 特別の 

事情 ( 以下「特別の 事情」という。 ) ば 臨時的なものに 限ることが明確にされる と 

から、 別途指示するところにより、 時間外労働協定の 適正化を図ること。 

なお、 本年 4 月 1 目前に締結された 時間外労働協定を 締結している 事業場のうち、 

当該協定における 特別の事情が 臨時的なものとなっていないものに 対してば、 リーフ 

レットを活用するなどにより、 次回の協定締結に 当たっては、 特別の事情を 臨時的な 

ものとするよう 指導を行 う こと。 

(3) 裁量労働 制 導入事業場への 対応 

ア 企画業務型裁量労働 制は ついては、 水制度を導入できる 事業場要件の 廃止など一部 

要件が緩和されたことを 受け、 これを導入する 事業場が増加することが 考えられるた 

め 、 同制度の下で 働く労働者の 健康の確保等労働条件を 的確に確保していくことが 重 

要であ る " 
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制の対象労働者に 係る健康及び 福祉を確保するための 措置等の指導については、 別途 

指示するところにより 行 う こと 0 

イ 専門業務型裁量労働 制は ついては、 本年 1 月から労使協定において 定めるべき事項 

として、 新たに健康及び 福祉を確保するための 措置並びに苦情の 処理に関する 措置が 

追加されなことから、 協定届の受付時及び 監督指導時に、 これらの事項が 定められて 

" """"" ユ " 
い るかを必ず確認、 し 、 当該事項が定められていない 場合には、 両 措置にっ ぃ 」 疋 めら 

れた 協 疋を締結し 、 届け出るよ う 指導すること。 

5  過重労働対策について 

(1) 過重労働対策についてほ、 過労死等の業務上認定事案が 増加傾向にあ ることから、 

引き続き、 平成 14 年 2 月 12 日付け 基 登第 0212001 号「過重労働による 健康障害防止のた 

めの総合対策について」等に 基づき、 所要の指導文書の 交付を確実に 行 う など的確な 監 

督 指導に努めること。 

  

なお、 労働者数が 50 人未満の事業場への 指導に当たっては、 過重労働を行った 労働者 

に 対する保健指導等が 適切に行われる よう 、 必要に応じ、 地域産業保健センタ 一の活用 

を 勧奨すること。 

さらに、 過重労働を原因とする 重篤な業務上災害が 発生したにもかかわらず、 使用者 

に 過重労働解消の 意欲が認められないものなど 悪質な事案については、 司法処分も含め 
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厳正に対処すること。 

6  労働者の安全と 健康確保のための 監督指導について 

(lj 労働災害を防止するための 監督指導の基本的対応 

労働災害の防止についてば、 従来から重点的な 監督指導等を 実施し、 その推進に努め 

ているところであ り、 労働災害 は 着実に減少しているところであ る。 

しかしながら、 重大災害にっ。 て は 減少傾向が認められず、 鉄鋼業、 石油。 石炭製品 

工業及びゴム 製品工業などにおける 我が国を代表する 企業において、 爆発・火災災害が 

多発したところであ り、 事業の再構築が 進められ、 生産活動が堅調に 推移している 業種 

における労働災害の 発生が懸念されるところであ る。 

このような状況を 踏まえ、 本監督指導に 当たっては、 労働災害発生状況の 分析に加え、 

産業動向や管内の 企業の生産動向等も 加味した上で、 労働災害の発生が 懸念される業種 

を的確に労働災害防止対策の 重点対象として 選定し、 これに対し総合的に 労働災害防止 

対策を推進する 観点から、 安全衛生担当部署と 連携を図り、 その実効あ る実施に努める 

。 と   

(2j 大規模製造業に 対する監督指導 
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なお、 本監督指導に 当たっては、 法定労働条件の 履行確保はもとより、 自主点検の結 

果又は当該点検項目を 活用し、 事業場の安全衛生管理体制や 安全衛生管理活動の 実情を 

的確に把握し、 必要な指導を 行 う こと。 

(3) 健康障害防止対策の 推進 

健康障害防止対策については、 引き続き、 平成丁 3 年 3 月 30 日付 け基 登第 224 号「今後 

の 労働衛生対策における 監督指導等の 進め方にっ。 、 Ⅱ。 、 、 ゲ ・ ，こ 基づき、 積極的な推進を 図る 

- と   

また、 粉じん障害防止対策に 係る監督指導については、 第 6 次粉じん障害防止総合 対 

に 対し を 実施する場合にほ、 化学物 

質 等による 眼 又は皮膚への 障害が、 化学物質等による 職業性疾病全体の 約半数を占めて 

いることから、 平成 l.M 年 8 月 11 日付け 基発第 0811O01 号「化学物質等による 目 。 皮膚 障 

害 防止対策の登底について」等に 基づき、 眼又は 皮膚への障害防止対策の 徹底が図られ 

ているかについても 確認すること。 

このほか、 建材等を製造する 事業場への監督指導に 当たっては、 本年 10 月 1 日より、 

石綿含有製品の 製造等を禁止する 改正労働安全衛生法施行令が 施行されることから、 そ 

の 履行確保を図ること。 
  

7  特定分野における 労働条件確保・ 改善のための 監督指導等について 

(1)  自動車運転者 

ア 自動車運転者については、 長時間労働を 背景として、 トラック関係事業場におい 

て重大な交通労働災害が 続発し、 また、 自動車運転者に 係る過労死等の 業務上認定事 

案が多数認められる 状況となっており、 労働時間の改善等自動車運転者に 係る労働条 

件の確保を図ることが 重要となっている。 このような申で、 大型トラックに 最高速度 

を g0km/h 以下とするスピードリミッタ 一の取付け義務が 平成 15 年 9 月 1 日から 順 
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次 施行されることとなったことに 伴い、 運転時間の長時間化が 懸念されるなど、 自動 

車運転者を取り 巻く環境はますます 厳しくなっている。 

このため、 自動車運転者を 使用する事業場に 対しては、 引き続き、 平成 H 年 4 月 f 

日付け 基 登第 191 号「自動車運転者の 労働時間等の 労働条件確保のための 監督指導等 

ほ ついて」等に 基づき、 昨年実施した 自主点検結果等も 参考に、 問題のあ る事業場に 

対して積極的に 監督指導を実施すること。 

また、 タクシー運転者を 使用する事業場に 対して「自動車運転者の 労働時間等の 改 

善 のための基準」の 遵守徹底を主眼とする 監督指導を実施する 場合には、 タクシー運 

転者の最低賃金違反の 例が散兵。 きれることから、 最低賃金法の 遵守状況についても 確 

諾 すること。 

イ 管内で社会的に 問題となる重大な 交通労働災害が 発生した場合には、 迅速に情報を 

収集し、 関係労働者の 所属する事業場が 管外に所在する 場合にほ、 当該事業場を 管轄 

する局へ必要な 情報を連絡すること。 連絡を受げた 局においてば、 事案の内容に 応じ、 

当該事業場に 対して、 迅速に災害 時 監督等を実施することにより 自動車運転者の 労働 

時間、 健康管理等の 状況を把握し、 重大な法違反が 認められる場合にほ、 司法処分も 

含め厳正に対処するこ こ。 

ウ 陸運関係機関への 通報については、 引き続き確実に 行 う とともに、 通報を受けた 事 

案については 適切な時機に 監督指導を実施し、 その結果を漏れなく 回報すること。 

なお、 陸運関係機関において、 通報事案に対する 対応が低調であ る状況が続いてい 

る 場合には、 引き続き、 当該機関にその 理由を確認し、 必要に応じ 監 505 にて本省に 

報告を行 う こと。 

また、 警察機関からの 通報が低調であ る場合には、 各都道府県警察本部に 対し、 通 

報が確実に行われる よう 要請を行 う など、 制度の適正な 運営に努めること。 なお、 警 

察 機関からの通報については、 速やかに回報を 行 う こと   

(2) 医療機関における 宿 日直勤務者等 

また、 医療機関における 宿 日直勤務者又は 臨床研修医に 係る労働条件について 問題と 
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なった事案について、 監督復命書の 写し等の関係資料を 監 505 により随時本省あ て報告 

すること。 

(3) 派遣労働者 

本年 3 月 1 日から新たに 物の製造の業務等への 労働者派遣事業が 認められること 

となることに 伴い、 当該業務に係る 派遣元及び派遣先における 労働基準法等労働基準 

関係法令の履行確保を 図るほか、 請負等を偽装した 労働者派遣事業 ( 以下「偽装請負」 

と L@ ぅ 。 ) で働く労働者の 安全衛生の確保や 請負事業における 労働基準法等労働基準 

関係法Ⅰの遵守についての " ム 懸念が "  。 一 局 まっているため、 この点について 遵守徹底を図っ 

                                              択一日幸西 ソ 旧里Ⅰ し丹ス し，よ り。 

このため、 製造業に対する 監督指導を実施する 場合には、 監督対象事業場の 構内に 

他の事業場の 労働者が混在している 否 かを確認し、 これを認めた 場合に は 、 事業場間 

の契約関係や 当該労働者に 対する実際の 指揮命令等の 就労実態を確認した 上で、 労働 

基準法等関係法令に 係る使用者の 責任区分に応じて 必要な措置を 講ずること。 

なお。 事業場間の契約関係，労働者の 就労実態等から 判断して偽装請負と 疑われる 

事案等を確認、 しだ場合における 職業安定行政との 連携を含めた 必要な対応にっ。 て 

は 、 別途指示するどころによるこど。 

(4) 外国人労働者 

平成 15 年 12 月に政府決定された「犯罪に 強い社会の実現のための 行動計画」にお 

いて、 「不法滞在者を、 今後 5 年間で半減」させることが 重点課題とされており、 不 

渋滞在者の多くは 不法就労者であ ることから、 昭和 63 年 1 月 26 日付け 基 登第 50 号、 

職登第 31 号「覚国人の 不法就労等に 係る対応について」等により 指示しているところ 

に 基づき、 出入国管理機関へ 情報提供することとされている 事案を把握した 場合には、 

確実に情報提供すること。 

また、 技能実習中については、 労働基準法第 24 条に基づく賃金控除協定を 締結する 

ことなく賃金から 寮費、 食費等を控除しているもの、 実際の賃金を 技能実習生の 在留 

資格認定証明書の 申請書に添付する 労働契約書等で 決めている賃金額に 満たない額 

で支払っているものなど、 労働基準法や 最低賃金法違反を 発生させている 事例が散見 

されるので、 技能実習生受入れ 事業場に対する 監督指導を実施する 場合には、 同種法 

違反が存在していないか 注意深く確認すること。 
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(5) 介護労働者 

近年その事業場数が 急速に増加している 痴呆対応型共同生活介護事業場 ( グループホ 

一ム ) に対しては、 夜間勤務の適正化を 図る観点から、 別途指示するところにより、 監 

督指導を実施すること。 

(6) 障害者であ る労働者 

障害者であ る労働者の労働条件の 確保。 改善については、 平成 15 年 4 月 8 日付け 基発 

第 04080[W1 号「知的障害者であ る労働者の労働条件の 確保。 改善について」等に 基づき 

的確に対応すること。 

なお、 障害者であ る労働者に係る                   相談が、 当該本人又は 親権 者等からなきれた 

場合には、 障害者に対しては、 健常者に期待されると 同程度の対応等を 求めることが 困 

難 な場合、 ガ ; 多も、 ことに留意し、 十分 - に実情を確認、 の / 上 、                                             いる 甲…、 リマウ亡サ ・Ⅱ・一丁 こ目口 @ ・ 2% ミ 、 

した対応に心掛けること。 

8  最低賃金の履行確保に 係る監督指導について 

最低賃金の履行 確偲こ 係る監督指導については、 最低賃金の最近の 金額改定状況を 踏ま 

え、 監督指導結果等を 十分に分析。 検討した上で、 その 

履行確保上問題のあ る地域、 業種に限定して 実施すること。 

9  監督指導業務の 運営について 

監督指導業務の 運営については、 厳正かつ公平な 運営に心掛けることはもとより、 事業 

主 等に法令に対する 理解度等を踏まえ、 改善すべき事項についても 必要な説明を 行 う など、 

丁寧な対応に 努めるほか、 以下により適切な 監督指導業務の 運営に努めること " 

(1) 監督機関の業務遂行の 最高責任者であ る 局署 幹部は、 年間監督指導計画にのっどり 

業務を着実に 推進する責任を 有していることから、 その確実な実行について 特段の努 

力 が求められるところであ る。 

ア 署 管理者は、 同計画策定段階において、 前提とした状況に 大きな変化が 認められ 

ないにもかかわらず、 監督実施状況が 低調になっている 場合には、 監督官会議にお 

いて、 その原因と解決策を 話し合うことによって、 職員全員が共通の 認識をもって 、 

その解消に取り 組むことができるようにするなどの 措置を講じること。 

また、 署 管理者は、 同計画に基づく 着実な監督指導の 実施の重要性について 日頃 
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から監督官一人一人と 十分に対話を 行い、 その自覚を促し、 意欲の向上を 図るとと 

もに、 リーダーシップを 発揮し、 処理に困難な 司法事件や申告事件などについては、 

チームを組んで 組織的な対応を 指揮することなどによって、 署 全体としてこれら 業 

務を組織的に 推進していくという 機運を積極的に 醸成するよう 努めること。 

イ 署 管理者は、 各監督官が実施する 監督指導を適切かつ 実効あ るものとするため、 常 

に監督指導の 状況を把握し、 教育的観点も 含めた必要な 指導を行 う よ う 努めること。 

具体的には、 ①監督実施後、 監督復命書の 作成及び決裁手続が 迅速に行われている 

か、 ②是正勧告の 内容等から、 重点に即した 監督指導が実施されているか、 ③監督 復 

令書の参考事項。 意見欄の記載内容等から、 対象事業場の 遵法水準等が 確認できるも 

のとなっているか、 ④担当官が是正勧告後の 改善状況を的確に 把握し、 必要な指導を 

行っているか、 ⑤ 重 措置事案が未完結のまま 放置されでいないか、 ⑥ 再 監督 は 的確な 

時期に実施されているか、 ⑦完結とした 事案は法違反が 適切に是正されたものとなっ 

ているか、 などの基本的な 業務処理に問題のあ る事例が散見されたので、 署 管理者 は 

決裁等の各種機会を 利用して、 監督官から十分事情を 聞いた上で、 適切な指導を 行 う 

こと。 

(
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(4) 最近、 報道機関等外部の 者から個別事業場に 対する監督指導結果を 明らかにするよ 

う求められることがあ るが、 その具体的な 対応に当たってば、 行政機関の保有する 情 

報の公開に関する 法律上の取扱いにおいて、 事業場を特定してなされた 監督指導結果 

の開示請求においては、 監督実施の有無及び 法違反の有無のみを 開示し、 それ以外の 

例えば、 具体的な法違反の 内容、 定期監督。 申告監督等監督の 種別などについては 不 

開示としていることから、 慎重に対応すること。 

10  司法処理について 

。 "" ; 那一 装丁 か " （ " 鮭糠的かヲ Ⅸ・ a 。 "" か "" 汁 ぃ 硯唾 』 一 

司法処理については   蛍袋かくしや 賃金不払残業かど 司法処理基 准に該 空しかい妻室 

であ っても、 悪質なものについては、 積極的に司法処分に 付しており、 また、 賃金不払 

残業に係る証拠収集のための 強制捜査などが 活発に実施されている 状況がみられると 

ころであ り、 引き続き、 積極的な司法処理に 努めること。 

しがしながら 一方では、 司法処理に対する 取組状況については、 なお居間で差がなら 

ね 、 未だ司法処理件数が 監督官一人当たり 年間 1 件に満たない 局が少なからずみられる。 

このため、 29 一層厳格な司法処理基準の 運用を図るとともに、 上記のように、 労災 

かくし事案や 賃金不払残業事案などで 悪質なものについては、 積極的に司法処理を 行う 

ナと 」 。 

(2) 捜査方針の早期決定 

司法事件の迅速処理については、 これまでも繰り 返し指示してきたところであ るが、 

実況見分調書が 早期に作成されなかったことから、 これを基にして 的確な捜査ができず、 

司法処理に長期間を 要している事例がみられる。 

このため、 事件が発生した 場合には、 被疑条文とその 構成要件に係る 立証事項、 聴取 

すべき対象者の 範囲とその要点、 収集すべき必要な 証拠物の範囲などの 捜査方針にっ い 

て 、 早期に組織的な 検討を行い、 この結果を踏まえて 迅速かっ集中的な 捜査を実施する 

- 」 と 。 
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(3) 特別司法監督官による 積極的な司法処理 

特別司法監督官は、 捜査に特別の 知識を必要とする 事件、 社会的に影響の 大きな事件 

などについて 自ら積極的に 司法処理を行 う ことを本務としていることを 踏まえ、 事案に 

応じて、 自らが捜査主任となり 事件処理を行い、 また、 署の事件処理の 一部を担当する 

など積極的な 対応に努めること。 加えて、 特別司法監督官は 、 署が処理している 司法事 

件については、 事件ごとに具体的な 問題点の所在を 積極的に把握し、 これに対する 事件 

処理上の留意点について 的確に署に指導する よう 努めること。 

Ⅱ 申告事件への 対応について 

申告事件については、 労働者の権 利救済を図るため、 迅速。 的確な処理が 強く求められ 

るどころであ る。 このため、 署 管理者 は 、 自らの責任において、 各申告事件につ レ 「 て 、 適 

切な時期にその 処理状況を確認、 し 、 必要に応じ具体的な 処理方針等について 指導を行うど 

ともに、 長期未完結事案、 複雑困難な事案などについては、 その処理方針を 組織的に検討 

する場を設けるなどにより 的確な対応を 図ること。 なお、 この組織的な 検討の場において 

は 、 申告事件の解決に 向けて担当官が 信頼を置いて 相談できる よう 、 担当宮の処理内容の 

問題点を追求することに 終始することなく、 担当官の行政経験等をも 踏まえ、 具体的な処 

理方針や組織全体としての 対応を検討するなど、 適切な指導を 行 う こと。 

12  判決に係る実務上の 取扱いについて 

㈲ 解雇予告除外認定 

労働基準法第 20 条に基づく解雇予告の 法的性格を巡る 最近の東京高裁判決 ( 平成 14 

年 7 月 30 日㈱出雲商会事件 ) の判断理由の 中において、 「使用者は不認定行為を 受げな 

がら労働者を 即時解雇した 場合であ っても、 客観的にみて 解雇予告除外事由が 存在する 

ときは、 上記 ( 注 : 労働基準法第 20 条違反 ) の刑事責任を 負わないと解すべきであ る。 」 

旨の解釈が示されたところであ るが、 「この客観的にみて 解雇予告除外事由が 存在する 

とき」とは、 裁判所が当該解雇を 巡り提起された 訴訟において 審理を尽くし、 判決にお 

いてその事由の 存在を認定した 場合をい う ものと考えられ、 また、 本 判決は解雇予告 除 

体認定申請が 行われた事案についてその 法的解釈を示したものであ ることから、 解雇予 

告除外認定申請を 行 う ことなく即時解雇を 行った場合については、 従来どおり、 労働基 

準法第 20 条違反として 所要の措置を 講ずること。 

14 



なお、 解雇予告除外認定の 申請がなされ 不認定となった 場合において、 旦日 廿謂峯 雇を行 

った場合においても、 当面、 従来どおりの 解釈に基づき 対応すること。 

(2) 労働基準法第 39 条第 4 項ただし書に 基づく使用者の 時季変更権 の行使の方法 

年次有給休暇に 係る時季変更権 の行使を巡る 最近の東京高裁判決 ( 平成 12 年 8 月 31 

日 JR 東日本 ( 高崎車掌 区 。 年休 ) 事件 ) の判断理由の 中において、 使用者が年次有給 

休暇に係る時季変更権 の行使を行 う 場合については、 「労働者側からしても、 いっでも 

別の日を年休日として 指定すれば足りるのであ るから、 使用者の側から 他日を指定しな 

ければならないと 解する理由はない。 」旨の解釈が 示きれたところであ るので、 時季 変 

更 権 の行使に係る 指導を行 う 場合には、 本 判決を踏まえ、 適切な指導を 行 う こと。 

  
。 ) 労働基準法第 ]8 条の 2 に係る相談の 軸 応 & こついて 

改正労働基準法の 施行については、 平成 蝸 年 10 月 22 日付け 基 第 1022001 号「労働   

基準法の一部を 改正する法律の 施行について」により 指示しているところであ るが、 

労働基準法第 18 条の 2 については、 使用者に対して 何らの義務を 課したものではない 

ため、 同法第 襄 4 条に定める申告の 対象とはならないものであ ること。 なお、 本条に 

係る相談があ った場合においては、 解雇の効力に 関する判例等を 説明するとともに、 

必要に応じ、 個別労働紛争解決制度等を 紹介すること。 

(2) 労働基準法第 104 条の 2 に基づく報告等の 命令 

労働基準法第 104 条の 2 に基づき出頭命令を 行 う 場合には、 行政不服審査法第 57 条に 

基づき、 不服申立てに 関する教示等が 必要となるので 適切に対応すること。 

(3) 許認可等の申請の 処理における 労働者等からの 聴取の記録 

許認可等の申請の 処理における 労働者等からの 事実関係等の 聴取に際し、 司法警察 職 

員 捜査書類基本書式例の 供述調書 ( 様式第 9 号 ) を用いている 例が散見されるが、 本書 

式ば刑事事件の 捜査に用いるものであ るので、 無用な誤解を 受けることのないよう、 司 

法事件以外の 事案の処理には f 受用しないこと。 

(4) 申請。 届出等手続に 係るオンライン 化 

局及び署への 各種申請。 届出等手続については、 新たに開発する「申請・ 届出等処理 

支援システム」により、 本年 3 月 29 日からその全手続についてインターネ、 ット 等を利用 

した受付の処理を 開始する予定であ るので、 別途指示するところにより 的確な対応を 図 
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ること。 

(5) その他 

ア 報告例規に定めるもののほか、 平成 16 年における監督指導活動について、 次によ 

り、 各報告様式に 記載して報告期日までに 報告すること。 

なお、 各報告様式については、 システムの掲示板に 掲載することとしているので、 

これにより電子的に 報告すること。 

㈲ 最低賃金の履行確保を 主眼とする監督指導結果 ( 別紙 n 

( ィ ) 外国人労働者に 係る申告処理状況 ( 別紙 2) 

1 。 )j 外国 ソ 、 労働者相談コーナ 一における相談状況 ( 別紙銭 

㈲技能実習生受入れ 事業場に対する 監督指導結果 ( 別紙 4j 

イ 人事関係書類の 適正也指導結果 側紙引 ; こ つも、 ては、 平成 蝸 年度から本省への 

報告は要しないこととするが、 なお同和問題解決のためには 重要な指導事項であ るこ 

とから、 引き続き的確な 指導を行 う とともに、 必要に応じ、 その実績の報告を 求める 

場合もあ るので、 当該指導の実績は 適切に整備しておくこと。 なお、 本様式について 

はシステムの 掲示 楓こ 掲載することとしているので 活用すること。 
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最 賃の種類別合 地 新 従 

計 域 産 来 
金 織 本 パ 田 窯 鉄 非 金 一 雪 輪 精 各 自 そ 

材 ル 板 業 鉄 般 気 送 密 植 動 の の 
別業料 ぷ口維   プ     鋼 金属 機 機用 機 苗草地 
量 刑   木 。 印 土 属 械 械 機 械 品 心 産 

飲 製 紙 刷 石 械 小 売 

賈 島 料 ロ凹 七 万 
  紙 

業 

イ壬 貝 家 加 呂 lJ 
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１ ロ口 ロ l 二更 @ 

・ 古 " 舌       

      

監督実施事業場数 

      法 第 5 条違反事業場数 @  l 
    

監督実施事業場の 労働者数 

最低賃金未満の 労働者総数 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 

法低 
第賃 適用される最低賃 
5 金金額を知っている 

条 に 

違封金額は知らないが 最 
反す低賃金が 適用される 
事 ることは知っている 

業認 

場識 最低賃金が適用され 
  

の 状 ることを知らなかった 
景況 

( 注 ) 1  本報告は、 最低賃金の履行確保を 主眼として計画的に 実施した監督について 作成すること。 したがって 、 上 

記 以外の監督を 実施して 最賃法 違反が判明したもの、 申告監督及び 再 監督は含まない。 

2  地域別号賃の 欄にば、 地域別 最賃 のみ適用される 事業場の件数及び 人数を計上すること。 

3  新産業別最 賃の 「 法 第 5 条違反事業場数」及び「最低賃金未満の 労働者総数」欄の (  ) 内には、 

業務等の除外により 地域別 最賃 又は従来の産業別最 賃 のみの違反があ ったものを内数として 計上するこ 

4  従来の産業別最 賃の 「 法 第 5 条違反事業場数」及び「最低賃金未満の 労働者総数」欄の (  ) 内に 

齢 、 業務等の除外により 地域別 最賃 のみの違反があ ったものを内数として 計上すること。 

5  本報告は、 局 賃金 調 室において集計し、 本省賃金時間 諜 あ て報告すること。 

6  報告期日 平成 1 7 年 1 月 2 1 日 
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別紙 4 

技能実習生受入れ 事業場に対する 監督指導結果 

( 平成 1 6 年 1 月～ 1 2 月 ) 

同 法 第 3 2 条 

同 法 第 3 7 条 

安 全 関 係 

局 

  
( 注 ) 1  本報告は、 技能実習生を 受け入れている 事業場に臨検監督を 行った件数につい 

て記載すること。 

2  「その他」の 欄の ( 違反する法令等 ) については、 違反の認められた 法令等に 

ついて記入すること。 

3  報告期限 平成 1 7 年 1 月 2 1 日 
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